


様式第１５（無断複製等禁止の標記） 

無断複製等禁止の標記について 

 委託事業に係る成果報告書の無断複製等の禁止の標記については、次によるものとする。 

  本報告書は、文部科学省の教育政策推進事業委託費による委託事業と

して、琉球大学が実施した令和４年度教員研修の高度化に資するモデル

開発事業の成果を取りまとめたものです。 

従って、本報告書の複製、転載、引用等には文部科学省の承認手続き

が必要です。 



 

 

はじめに 
 

平素より琉球大学および琉球大学教育学部の教員養成 ・教育研究活動にご支援とご

協力を賜り、心より感謝申しあげます。 

 さて、本学部は令和５年５月２２日付で文部科学省より、令和４年度補正予算 ・令

和５年度実施 「教員研修高度化支援 教員研修の高度化に資するモデル開発事業」（委

託事業）の採択を受けました。 

 採択された事業名は「「『『おおききななわわ教教員員研研修修高高度度化化フフォォーーララムム』』のの構構築築とと展展開開」」で、

副題は  「「『『教教員員研研修修のの協協働働化化』』『『教教員員研研修修のの個個別別最最適適化化』』『『教教員員研研修修のの合合理理化化』』をを図図るる」」

というものです。 

「フォーラム」とは、いろいろな地域で行われた研修やいろいろなタイプの研修が

「集う広場」ということを意味しています。文科省から託された貴重な財源を活用し、

離島を含め沖縄県内の各種学校教員の皆さんが集って研修する場を提供したり、教員

それぞれのニーズに合わせた研修コンテンツを―場合によっては対面・場合によっ

てはオンライン・場合によってはオンデマンドで―提供したりするなど、これから

の教員研修のより良い在り方を探ろうと考えました。 

実質的には６月開始で２月までには委託金の執行を終えなければならないという

タイトなスケジュールのなか、教育学部教授会を構成する教育学部・教育学研究科（教

職大学院）および教職センターの教員、そして事務職員は、多忙な業務の合間を縫っ

て、この事業に取り組んでまいりました。 

わたくしどもの最大の願いは、この事業を通して沖縄の教員の皆さんが、自分が必

要とする 「研修」・望む 「研修」に楽しく、かつ効率よく参加してくださり、充実した

学びを得て、教師・教員として輝いていただきたい、ということです。そして大学だ

けが突出するのではなく、県内の各教育行政機関およびすべての学校関係者と連携・

協働しつつ取り組むことで、沖縄の教育に貢献したいと考えます。 

この報告書が、その可能性を展望するものとなっていることを願ってやみません。 

 

令和６年２月吉日 

琉球大学教育学部長（令和５年度） 萩野 敦子 
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 第１章 OK3F の目的と概要 

11..11..  沖沖縄縄県県のの教教員員研研修修にに対対すするるここれれままででのの本本学学部部のの関関わわりり／／そそのの成成果果とと課課題題  

琉球大学教育学部（本報告書では、教育学部教授会を構成する教育学研究科と教

職センターを含む）は、沖縄県における唯一の国立大学・国立大学法人の教員養成

学部として、附属の教育実践総合センター（2019 年度から大学附属教職センターに

改組）とともに、沖縄県の学校教育現場に教育研究の成果を還元してきた。その使

命は、2005 年度から各市町村教育委員会と結んでいる連携協定および 2012 年度に開

始した「アドバイザリースタッフ派遣事業」により、本学部教員において日常化し

ている。 

本学部は、2005 年度に竹富町教育委員会と連携協定を結んで以来、石垣島市教育

委員会・宜野湾市教育委員会・中城村教育委員会・那覇市教育委員会・南部広域行

政組合教育委員会・宮古島市教育委員会（以上、五十音順）と連携協定を締結し、

ほか大宜味村教育委員会とも長い協働の経験を持っている。これらの地域とは、日

常的に教育研究活動をサポートし、また本学部・大学院の学生が実習系の授業でフ

ィールドとさせていただくなど、互恵関係にある。 

また「アドバイザリースタッフ派遣事業」は、毎年度始めに県内の教育行政機関

と全ての小・中・高等学校および特別支援学校にパンフレット（派遣教員とその専

門分野を記載）を配布し、交通費以外は一切の経費なしで各所・各学校での指導助

言や講話に出向くという形で行っている。おおよそ年間 300～400 件の派遣依頼に応

えており、県内の学校教育に定着して久しい。 

この２つの事業は、沖縄県における教員研修に対して一定の貢献を果たしてきた

という自負がある一方で、それらによって得られたはずの成果は、個別の地域・学

校・教員と派遣された大学教員との間で共有されるにとどまり、「教師・教員間での

協働的な学び」を実現するに至っていないという課題があるのも否めないところで

あった。 

折しも学校教育においては、令和４年に教員免許更新制が廃止され、今後は国や

県が整備する教員研修履歴システムを土台に、教員一人一人が自分にとって最適な

教員研修の在り方を探っていくことが求められる。すなわち、多様な研修ツール・

研修機会が必要とされており、本学部としてもそのツールの開発や機会の提供に努

力していかなければならない。また、本県は慢性的な教師・教員不足に苦しんでお

り、その状況は現場教員から「学び続ける」意欲やゆとりを奪っている。少しでも

負担を軽減しながら、やりがいを感じられるような教員研修を探ることもまた、本

学部の責務である。 
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教員研修の在り方を探っていくことが求められる。すなわち、多様な研修ツール・

研修機会が必要とされており、本学部としてもそのツールの開発や機会の提供に努

力していかなければならない。また、本県は慢性的な教師・教員不足に苦しんでお

り、その状況は現場教員から「学び続ける」意欲やゆとりを奪っている。少しでも

負担を軽減しながら、やりがいを感じられるような教員研修を探ることもまた、本
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 第１章 OK3F の目的と概要 

以上のような背景と考えのもと、本学部は令和４年度補正予算による文部科学省

委託事業「教員研修高度化支援 教員の高度化に資するモデル開発事業」に、 

「「おおききななわわ教教員員研研修修高高度度化化フフォォーーララムム」」のの構構築築とと展展開開  

――「「教教員員研研修修のの協協働働化化」」「「教教員員研研修修のの個個別別最最適適化化」」「「教教員員研研修修のの合合理理化化」」をを図図るる――  

という事業名で応募し、採択を受けるに至った。 

11..22..「「おおききななわわ教教員員研研修修高高度度化化フフォォーーララムム」」のの目目的的  

上述した本学部の成果と課題、そして今後の教員研修において求められる役割を踏

まえ、本事業は、「教員研修の協働化 ・個別最適化 ・合理化」を通して、全県的に教員

の力量を高めることを目指す。研修の協働化と合理化は「ゆとり」を生み、研修の個

別最適化は「意欲」を喚起する。つまり「協働化・個別最適化・合理化」は、教員の

働き方や働きがいを改善し教員不足問題にも資するものと考えるからである。 

11..33..「「おおききななわわ教教員員研研修修高高度度化化フフォォーーララムム」」のの概概要要  

 目的を果たすため、本事業では、研修コンテンツ （教員が集う学びの場および研修

動画）を提供・発信し、その研修成果を共有するリアルかつバーチャルな空間（広場）

を構築する。具体的に取り組むのは、大きく以下の３点である。 

①各地域・各学校・各教員が実施する研修内容や成果を全県的に共有し、研修の協

働性を高める。

②大学が多彩な研修コンテンツを提供・公開・共有することで、県内各教員が個別

最適な研修内容を選択・実施できるようにする。

③ネット上で受講→課題提出→修了証受理が可能なシステムを構築するなど、研修

の（質を落とさずに）合理化を図る。

この３点に取り組みつつ、沖縄県教育委員会や沖縄県立総合教育センター等の諸機

関と調整して、本学部が提供・発信する研修コンテンツ県の教員研修履歴システムに

連携させていく。次頁の図は、本フォーラムの全体像を示すポンチ絵である。 

 このポンチ絵にあるように、当初は取組Ａから取組Ｊまでの１０の企画を構想し

ていたが、このうち取組Ｈについては、基本的にかつての教員免許状更新講習の内

容を動画に再現することを目論んでいたものの準備が整わず、実現させることがか

なわなかった。しかし、逆に言えばこの短期間の間に、これだけの多様な取組を手

第１章 OK3F の目的と概要

掛けることができたとも言える。その多様さについては、本報告書を流し読みして

いただくだけでも伝わるだろう。

11..44..「「おおききななわわ教教員員研研修修高高度度化化フフォォーーララムム」」のの体体制制

単年度、加えて実質的には８～９か月という短期間の事業であるため、各取組・

プロジェクトの運営は申請内容を考えた教育学部運営会議（執行部）がそのまま担

うこととした。

事務に関しては、教育学部事務長と学部総務係のほか、教員免許状更新講習係の

唯一の係員・学部付技術職員（特に ICT 関係の業務を担っている）・学部で独自に採

用している教育研究支援室員の３名に加えて、本事業のための短期雇用職員２名を

採用し、この５名が「教員研修開発事業部」チームを構成して各業務にあたった。

11..55..「「おおききななわわ教教員員研研修修高高度度化化フフォォーーララムム」」ホホーームムペペーージジににつついいてて

委託事業は単年度だが、「おきなわ教員研修高度化フォーラム」は今後、沖縄県の

教員研修を支える事業として長く続ける必要がある。教員研修に関わるさまざまな

資料も、学校教員が広くアクセスできる形で留めておきたい。そこで、（株）サビラ

様に、「おきなわ教員研修高度化フォーラム」公式ホームページを作成してもらって

いる。

現在は掲載するコンテンツを整理中であるため、内部でしかアクセスできない

が、近日中に一般公開予定である。（https://www.ok3.edu.u-ryukyu.ac.jp/）
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動画）を提供・発信し、その研修成果を共有するリアルかつバーチャルな空間（広場）

を構築する。具体的に取り組むのは、大きく以下の３点である。 
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最適な研修内容を選択・実施できるようにする。 

③ネット上で受講→課題提出→修了証受理が可能なシステムを構築するなど、研修

の（質を落とさずに）合理化を図る。 

この３点に取り組みつつ、沖縄県教育委員会や沖縄県立総合教育センター等の諸機

関と調整して、本学部が提供・発信する研修コンテンツ県の教員研修履歴システムに

連携させていく。次頁の図は、本フォーラムの全体像を示すポンチ絵である。

このポンチ絵にあるように、当初は取組Ａから取組Ｊまでの１０の企画を構想し
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掛けることができたとも言える。その多様さについては、本報告書を流し読みして
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プロジェクトの運営は申請内容を考えた教育学部運営会議（執行部）がそのまま担

うこととした。 

 事務に関しては、教育学部事務長と学部総務係のほか、教員免許状更新講習係の

唯一の係員・学部付技術職員（特に ICT 関係の業務を担っている）・学部で独自に採

用している教育研究支援室員の３名に加えて、本事業のための短期雇用職員２名を

採用し、この５名が「教員研修開発事業部」チームを構成して各業務にあたった。 

11..55..「「おおききななわわ教教員員研研修修高高度度化化フフォォーーララムム」」ホホーームムペペーージジににつついいてて  

 委託事業は単年度だが、「おきなわ教員研修高度化フォーラム」は今後、沖縄県の

教員研修を支える事業として長く続ける必要がある。教員研修に関わるさまざまな

資料も、学校教員が広くアクセスできる形で留めておきたい。そこで、（株）サビラ

様に、「おきなわ教員研修高度化フォーラム」公式ホームページを作成してもらって

いる。 

 現在は掲載するコンテンツを整理中であるため、内部でしかアクセスできない

が、近日中に一般公開予定である。（https://www.ok3.edu.u-ryukyu.ac.jp/） 
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 第１章 OK3F の目的と概要 

（ホームページトップ画面のイメージ） 

 また、研修動画については、別に動画専用サイト「オンライン研修システム け

ん☆チャン」を作成することとした。こちらは（株）プラズマ様に委託し、やはり

公開に向けて鋭意準備中である。 

11..66..「「おおききななわわ教教員員研研修修高高度度化化フフォォーーララムム」」ロロゴゴママーーククににつついいてて  

  右が本事業のために作成したロゴマークである。 

作製を、本学部の美術教育専修卒業生であり県内で 

活躍するアーティストでもある平良亜弥さんに依頼 

し、幾つか頂いた候補の中から決定した。 

 「おきなわ／きょういん／けんしゅう／こうどか」 

ということで、「О」「Ｋ³」をデフォルメした図案 

であるが、「О」は「聴く耳」に、「Ｋ」は「語る口、 

お喋りする口」にも見える。それらを、土台となる 

「フォーラム（広場）」の上に乗せている。 

 なお、色については、琉球大学のシンボルカラーである「琉大黄金（くがに）」と

「琉大ブルー」に加えて、沖縄県章に使用されている「赤」系統色と沖縄のイメー

ジ色調査で多かったという「緑」系統色から、ポップな色合いを選んだ。 

第２章

「おきなわ教員研修高度化フォーラム」

各取組について
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22..11..  取取組組ＡＡ【【アアドドババイイザザリリーーススタタッッフフ派派遣遣事事業業】】

第１章で言及したように、「アドバイザリースタッフ派遣事業」は、本学部の既存

の活動だが、「おきなわ教員研修高度化フォーラム」（以下「本フォーラム」と略称

する）における取組にも位置づけた。

まずは、「アドバイザリースタッフ派遣事業」について、若干の説明をしておく。

本事業は 2012 年度より、当時本学部が文部科学省から補助金を得て実施していた

「21 世紀おきなわ子ども教育フォーラム」における取組の一環として始めたもので

ある。大学と地域社会の連携を目指し、大学が有する研究活動の成果を地域に還元

することを目的としており、各種学校の校内研修をはじめ、教育委員会や教育研究

所等で実施される研修会等に教育学部・教育学研究科・教職センターの教員を講師

として派遣するという取組である。

⇒参照：https://www.edu.u-ryukyu.ac.jp/educator/advisory/

本事業では毎年度始めに県内の教育行政機関と全ての小・中・高等学校および特

別支援学校にパンフレット（派遣教員とその専門分野を記載）を配布して周知を図

っている。パンフレットは学部ホームページでも見られ、ホームページからは簡単

に派遣申込フォームにアクセスできる仕組みとなっている。

（パンフレットの一部）

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ
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本事業では毎年度始めに県内の教育行政機関と全ての小・中・高等学校および特

別支援学校にパンフレット（派遣教員とその専門分野を記載）を配布して周知を図

っている。パンフレットは学部ホームページでも見られ、ホームページからは簡単

に派遣申込フォームにアクセスできる仕組みとなっている。

（パンフレットの一部）

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ
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着実な活動はあっというまに県内に浸透し、下記のように開始２年目には飛躍的

に実績が伸び、以後、安定的に多くの派遣依頼をいただいている。2020 年度はコロ

ナ禍で件数が大幅に減少したが、翌年にはオンラインによる講話等が定着して件数

も回復し、再び安定的に活動できている。

（いずれも年度内の総派遣件数）

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

55 件 222 件 341 件 284 件 267 件 347 件 394 件 411 件 251 件 336 件 402 件

このように、本事業は県内で一定の評価を得て久しいが、文部科学省の 2019 年

「国立教員養成大学・学部，大学院，附属学校の改革に関する取組状況について

（４）大学教員に関する好事例」にも認定されている。下図は同省ホームページに

公開されているポンチ絵である。

ところで、これまで各種学校の校内研修の指導助言や教育事務所・教育研究所等

が主催する講演・講話のために「スタッフ」派遣された各教員の実績や成果は、１

枚の簡単な書面で報告されるのみであった。各教員は派遣先の要望に応じて、相応

の資料を準備するが、その資料も共有されることはなかった。その「もったいな

い」状態を解消し、当該教員の了解のもと、使用された資料等は本フォーラムにお

いて保管・保存し、事業ＨＰ等で公開していくこととした。

以下に、まずは、今年度の（1月末日時点での）派遣実績を資料として提示する。

そのあとに、「スタッフ」派遣された教員が共有・公開を可として本フォーラムに提

供した資料の一部を紹介する。

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ

22..11..11..  令令和和５５年年度度（（本本事事業業期期間間内内））ににおおけけるるアアドドババイイザザリリーーススタタッッフフのの派派遣遣実実績績

本報告書の完成に間に合う１月までの実績であるが、中間報告的にまとめておく

こととする。（なお、３月末日までの最終的な実績については、本学部ホームページ

や「おきなわ教員研修高度化フォーラム」ホームページにて後日公表する。）

今年度のアドバイザリースタッフは教育学部教員 65 名、教職大学院教員 12 名、

教職センター教員 5名、他学部教員 3名の合計 85 名であった。教育学部・教職大学

院・教職センターの 86％の教員が登録をしている。今年度１月末現在の派遣回数は

349 回（昨年度は 402 回、昨年度との比は約 86％だが、あと２か月で昨年度並みに

近づくと予想される）となった。派遣概要は以下のとおりである。

＜＜教教科科・・領領域域別別実実績績＞＞ 総総計計 334499 件件（（22002244 年年１１月月現現在在））

教科（領域） 2022年度件数 2023年度件数

国語科 123 93

算数・数学科 2 2

社会科・生活科 42 39

理科・生活科 5 1

英語科 7 10

音楽科 4 12

図画工作・美術科 0 4

体育科 5 4

技術科 1 10

家庭科 2 9

道徳教育 7 6

子ども理解・生徒指導 55 58

教育学 0 0

特別支援教育 50 23

図書館教育・読書活動 7 5

授業づくり・校内研修等 85 70

日本語支援教育 3 1

食育・栄養学 2 2

生涯健康・スポーツ 2 0

合合計計 ４４００２２ ３３４４９９

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ
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＜＜地地域域ごごととのの実実績績＞＞     総総計計 334499 件件（（22002244 年年１１月月現現在在））

地区 市町村
2022

年度件数

2023

年度件数
地区 市町村

2022

年度件数

2023

年度件数

国頭 名護市 1 0 那覇 那覇市 60 38

金武町 1 1 浦添市 5 17

国頭村 0 1 南大東村 0 1

大宜味村 0 0 島尻 糸満市 14 9

宜野座村 1 0 豊見城市 27 11

伊江村 5 3 南城市 10 4

伊平屋村 0 1 八重瀬町 11 10

中頭 うるま市 5 4 南風原町 3 3

沖縄市 29 26 与那原町 0 1

宜野湾市 36 21 渡嘉敷村 7 6

嘉手納町 2 7 粟国村 0 1

北谷町 12 11 渡名喜村 3 2

西原町 10 15 南部広域

行政組合

8 3

恩納村 10 17 島尻地区

その他

1 0

読谷村 11 9 宮古 宮古島市 15 9

北中城村 4 9 八重山 石垣市 32 26

中城村 15 21 竹富町 3 2

県 沖縄県 44 46 その他 その他 17 14

合合計計 440022 334499

＜＜派派遣遣機機関関別別実実績績＞＞

機   関
認定こ

ども園
幼稚園 小学校 中学校

小中

学校

高等

学校

特別支

援学校
その他

2022

年度

件数 5 1 233 43 10 11 1 98

割合(%) 1.3

％

0.2

%

58.0

％

10.7

％

2.5

％

2.7

％

0.2

%

24.4

％

2023

年度

件数 1 0 207 48 4 8 1 80

割合(%) 0.3

%

0

%

59.3

%

13.8

%

1.1

%

2.3

%

0.3

%

22.9

%

※その他は、教育委員会・教育研究所・教育事務所等

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ

22..11..22..  アアドドババイイザザリリーーススタタッッフフよよりり提提供供さされれたた資資料料ののリリスストト

今回の取組においては、いまだ教員への周知が行きわたらず資料提供は一部の教

員に限られたが、それでも６教員から下記 39 件の資料が提供された。

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ
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このリストを本フォーラムのホームページで公開し、番号をクリックすれば当該

資料に飛ぶ仕組みを今後はつくっていきたい。資料を活用して自前で校内研修を行

うもよし、資料を提供した教員の派遣を依頼して講師として迎えての校内研修を行

うもよし、もちろん個人で学ぶもよしで、今後の教員研修に資すると考える。

次頁以下に、提供された資料の一部を掲載する。

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ

【資料№１】 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善

提供者：永田聖子（教職センター 准教授）

※下のスライドは部分的に取り出したものです。

県内の小学校から派遣要請をうけ、校内研修で講師を務めた際の資料。

全７２枚ものスライドがあったが、ここではほんの一部を紹介している。

上記のような総論を導入として、途中から下記のような具体的な教材を

例に挙げてのワークショップ・解説を展開した。

→ 資料の全体をご覧になりたい方は、こちらから！→

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ
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【資料№９－２】 個別最適な学びの実現と単元デザイン

提供者：白尾裕志（教職大学院 教授）

※下のスライドは部分的に取り出したものです。

県内の小学校から派遣要請をうけ、校内研修で講師を務めた際の資料。

同校の研究主題・研究副題に対する理論研として実施され、主題・副題

の価値づけをわかりやすく示す。後半では、「個別最適な学び」「協働的

な学び」の具体例や「問題解決的な学習」のモデルについて解説。

→ 資料の全体をご覧になりたい方は、こちらから！→

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ

【資料№20】 県内高等学校中堅研―カリキュラム・マネジメント―

提供者：比嘉 俊（教職大学院 准教授）

※下のスライドは部分的に取り出したものです。

沖縄県立総合教育センターからの依頼。前半ではカリキュラム・マネジ

メント（カリキュラム自体の説明も含む）の必要性や構造等について

総論的に解説し、後半ではワークショップ形式でカリキュラムの PDCA

サイクルをシミュレーションしたり、具体的事例を紹介したりした。

→ 資料の全体をご覧になりたい方は、こちらから！→

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ
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【資料№25】 学びのある道徳授業づくり

提供者：上地完治（教育学部 教授）

※下の資料は全７枚のうちの１枚目です。

中城村立中城中学校の校内研修に招聘された際の講話資料。

前半に総論的解説をしたあと、後半では道徳授業の実践例や

発問の仕方等を紹介した。

→ 資料の全体をご覧になりたい方は、こちらから！→

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ

【資料№27】 主権者教育について

提供者：島袋 純（教育学部 教授）

※下のスライドは部分的に取り出したものです。

前半では、主権者教育の導入をめぐる経緯や背景、それが必要とされる

根拠、現在行われている主権者教育の実際や実例など、さまざまな角度

から総論的に述べている。後半ではジェンダーの問題や沖縄社会が歴史

的に抱えてきた問題等を、人権の保障の問題から丁寧に解説している。

→ 資料の全体をご覧になりたい方は、こちらから！→

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ
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【資料№25】 学びのある道徳授業づくり

提供者：上地完治（教育学部 教授）

※下の資料は全７枚のうちの１枚目です。

中城村立中城中学校の校内研修に招聘された際の講話資料。

前半に総論的解説をしたあと、後半では道徳授業の実践例や

発問の仕方等を紹介した。

→ 資料の全体をご覧になりたい方は、こちらから！→

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ
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前半では、主権者教育の導入をめぐる経緯や背景、それが必要とされる

根拠、現在行われている主権者教育の実際や実例など、さまざまな角度

から総論的に述べている。後半ではジェンダーの問題や沖縄社会が歴史

的に抱えてきた問題等を、人権の保障の問題から丁寧に解説している。

→ 資料の全体をご覧になりたい方は、こちらから！→

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ
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【資料№28】 芭蕉紙つくり体験研修

提供者：仲間伸恵（教育学部 准教授）

※下の資料は全７枚のうちの３枚目です。

  「紙とは何か」、紙や和紙の歴史や製法などを解説したうえで、

芭蕉紙の歴史や特徴、製法などについて具体的に紹介した。

→ 資料の全体をご覧になりたい方は、こちらから！→

第 2 章 各取組について ― 取組Ａ 第 2章 各取組について ― 取組 B

22..22..  取取組組ＢＢ【【各各市市町町村村教教育育委委員員会会等等ととのの連連携携・・協協働働】】

琉球大学教育学部には常設の委員会として「共同研究推進委員会」が設置されて

おり、附属学校部会と地域連携部会の二部会のもと、教育学研究科（教職大学院）・

教職センターとも連携を図りつつ、地域との共同研究および教員養成に関する活動

を展開している。そのうち地域連携部会において根幹となっているのが、連携協定

を結んでいる市町村教育委員会との連携事業である。締結順にそれらの連携協定を

示す。

①竹富町教育委員会と教育学部の連携・協力に関する協定（2004 年 7 月締結）

②那覇市教育委員会と教育学部の連携・協力に関する協定（2005 年 5 月締結）

  【愛称：NARAE ネット】

③宮古島市教育委員会と教育学部の連携・協力に関する協定（2007 年 5 月締結）

【愛称：ずみ！ネット】

④宜野湾市教育委員会と教育学部の連携・協力に関する協定（2007 年 6 月締結）

【愛称：はごろもネット】

⑤石垣市教育委員会と教育学部の連携・協力に関する協定（2010 年 2 月締結）

⑥中城村教育委員会と教育学部の連携・協力に関する協定（2012 年 2 月締結）

  【愛称：とよむネット】

⑦南部広域行政組合教育委員会と教育学部の連携・協力に関する協定（2014 年 9 月

締結） ※南部広域行政組合とは、沖縄本島南部とその周辺離島に位置する３市４町７村

を含む組織をいう。

ほかに、連携協定は結んでいないが本島北部の大宜味村教育委員会とも長年にわ

たり協働しており、地域連携部会では大宜味村についても毎年スタッフを配置して

いる。

これらの地域とは、教育に関する調査・研究や学生の教育実習・インターンシッ

プ等に加えて教職員の研修についても連携して活動してきた。その経験を踏まえ、

各地域には本フォーラムについても周知し、教員研修に資する新たなプロジェクト

を立ち上げたり、可能性を模索したりしてきた。

それでは以下に、本フォーラムにおいて実施された、各教育委員会との活動を紹

介していく。基本的に、各活動を展開したスタッフがパワーポイントで作成した報

告をそのまま引用している。
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介していく。基本的に、各活動を展開したスタッフがパワーポイントで作成した報

告をそのまま引用している。
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 第 2 章 各取組について ― 取組Ｂ 

22..22..11..  宮宮古古島島市市教教育育委委員員会会ととのの連連携携にに基基づづくく、、幼幼児児教教育育おおよよびび幼幼少少接接続続にに関関すするる  

研研修修  

  

  

 第 2 章 各取組について ― 取組Ｂ 

22..22..11..  宮宮古古島島市市教教育育委委員員会会ととのの連連携携にに基基づづくく、、幼幼児児教教育育おおよよびび幼幼少少接接続続にに関関すするる  

研研修修  
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 第 2 章 各取組について ― 取組Ｂ 

22..22..11..  宮宮古古島島市市教教育育委委員員会会ととのの連連携携にに基基づづくく、、幼幼児児教教育育おおよよびび幼幼少少接接続続にに関関すするる  

研研修修  

  

  

 第 2 章 各取組について ― 取組Ｂ 

22..22..11..  宮宮古古島島市市教教育育委委員員会会ととのの連連携携にに基基づづくく、、幼幼児児教教育育おおよよびび幼幼少少接接続続にに関関すするる  

研研修修  
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 第 2 章 各取組について ― 取組Ｂ 

22..22..11..  宮宮古古島島市市教教育育委委員員会会ととのの連連携携にに基基づづくく、、幼幼児児教教育育おおよよびび幼幼少少接接続続にに関関すするる  

研研修修  

  

  

 第 2 章 各取組について ― 取組Ｂ 

22..22..22..  宮宮古古島島市市教教育育委委員員会会ととのの連連携携にに基基づづくく、、学学校校司司書書にに関関すするる研研修修  
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 第 2 章 各取組について ― 取組Ｂ 
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 第 2 章 各取組について ― 取組Ｂ 

22..22..22..  宮宮古古島島市市教教育育委委員員会会ととのの連連携携にに基基づづくく、、学学校校司司書書にに関関すするる研研修修  

  

  

 第 2 章 各取組について ― 取組Ｂ 

22..22..33..  宮宮古古島島市市立立教教育育研研究究所所のの長長期期研研究究員員にに対対すするる指指導導講講師師派派遣遣事事業業  
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 第 2 章 各取組について ― 取組Ｂ 

22..22..22..  宮宮古古島島市市教教育育委委員員会会ととのの連連携携にに基基づづくく、、学学校校司司書書にに関関すするる研研修修  

  

  

 第 2 章 各取組について ― 取組Ｂ 
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 第 2 章 各取組について ― 取組Ｂ 

22..22..33..  宮宮古古島島市市立立教教育育研研究究所所のの長長期期研研究究員員にに対対すするる指指導導講講師師派派遣遣事事業業  

  

  

 第 2 章 各取組について ― 取組Ｂ 

22..22..44..  宮宮古古島島市市立立狩狩俣俣小小学学校校ににおおけけるる総総合合的的なな学学習習のの時時間間カカリリキキュュララムムづづくくりり  
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